
























































IRカレンダー

株主総会活性化に関する取組み

株主の権利の確保

株主との建設的な対話に関する方針

株主優待制度

資本政策に関する基本方針

株 主・投 資 家との 約 束

2023年2月　決算発表会（WEB配信）

活動 2022年

決算説明会 81人

個別面談 10人

　大倉工業は、全ての株主がその保有株式数に応じて平等であることを認識し、株主の権利が実質的に確保されるよう適切に対応するとともに、その権
利行使に必要な環境整備を行っています。具体的には、株式取扱規則に株主権の行使に係る手続きとその担当部署を定めています。また、英語版の会
社ホームページを作成するとともに、海外投資家が必要とする情報については、決算短信やサステナビリティレポート、招集通知等を英訳して開示してい
ます。

　大倉工業は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資する建設
的な対話を目的とする株主、投資家との対話を促進することを基本方針
としています。
　株主との建設的な対話全般は、コーポレートセンター担当の取締役が
統括し全体調整を図っています。そして、個人株主の対応窓口を総務広
報部、機関投資家等の対応窓口を財務・経営管理部と定め、対話の目的
に応じて、代表取締役または担当取締役が面談に対応するなど、円滑か
つ効果的な対話の推進に努めています。
　当社は、半期ごとに機関投資家向けの決算説明会を開催するほか、個
別面談や工場見学会、ＴＶ会議等の多様な手段で対話を行っています。
　そして、対話に応じた取締役は、対話を通じて得られた株主の関心、
意見、懸念を取締役会に報告し、その内容を共有しています。

投資家との対話実績

　大倉工業は、株主価値を維持向上させるために、ROE（自己資本当期純利益率）８％以上を中長期的な目標として設定し経営を行います。また、経営
資源の配分や事業戦略の立案の際に自社の資本コストとの整合性も勘案しながら意思決定を行います。
　また、当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営上の最重要課題の一つと位置づけ、継続的な安定配当を基本に、業績や財務健全性のバランス
等も総合的に勘案しつつ、配当水準の引き上げに努めることを基本方針としています。

第103期定時株主総会

　大倉工業は、株主総会が株主との建設的な対話の場であることを重
視し、株主が十分に権利行使できる環境を整備するために、以下の通り
必要な施策を講じています。

1.	 集中日を避けた日に開催しています。
2.	議案の十分な検討時間を確保するため、法定の招集通知発送日以前に発送す

るほか、招集通知に記載した情報を、発送に先立ってTDnet及び当社ホーム
ページにおいて速やかに開示しています。

3.	法令で要請される情報以外でも、株主が株主総会においてその権利を行使する
ために必要と考えられる情報を開示しています。

4.	招集通知（事業報告、参考書類を含む）の記載充実を図るとともに、招集通知、
決算短信、適時開示情報、株主通信等を含めTDnet及び当社ホームページに掲
示して提供しています。

5.	会社提案に対する議決権行使動向及び結果を分析し、取締役会で共有します。
また、株主総会において相当数の反対票が投じられた議案については、取締役
会にてその原因を分析し、適切な方法で直接または間接に株主との対話をして
います。

6.	信託銀行等の名義で株式を保有する機関投資家等が自ら議決権行使を求める場
合は、協議のうえ対応します。

7.	 当社は、機関投資家等が効率的に議決権を行使できるために議決権電子行使
プラットフォームを導入するなど、環境を整備しています。

　大倉工業は、株主の皆さまのご支援に感謝して、株主優待制度を実施しています。

毎年12月31日現在における所有株数に応じて、下記基準にて株主優待を贈呈しています。

単元株数 100株

100株以上 1,000株未満
QUOカード（クオカード）
オークラホテル丸亀食事券 

1,000円分
1,000円分

×
×

1枚
2枚

1,000株以上 2,000株未満
QUOカード（クオカード）
オークラホテル丸亀食事券

2,000円分
1,000円分

×
×

1枚
4枚

2,000株以上
QUOカード（クオカード）
オークラホテル丸亀食事券

3,000円分
1,000円分

×
×

1枚
6枚

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

期末決算発表
決算説明会 定時株主総会

株主通信発行

第1四半期決算発表 株主通信発行 第3四半期決算発表
第2四半期決算発表

第2四半期決算説明会

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

「株主・投資家との約束」のTopicsはP.57に掲載
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To p i c s株 主・投 資 家との 約 束 ー

To p i c s従 業 員との 約 束 ー

　2022年に創立75周年を迎えた当社は、75周年記念として様々な取組みを行いました。その中には、従業員への福利厚生として実施
したものもあります。

創立75周年記念の取組み紹介

ステークホルダーへの取組み

　従業員の一体感醸成を促すため、社員証の配布を行い
ました。社員証は、記載されている従業員がその会社に所
属しているということを証明する大切なツールです。社員
証を携帯することで、身分の証明になるとともに、従業員
が当社で働くことへの誇らしさを実感できます。
　デザインは大倉工業グループ共通で、当社のコーポ
レートカラーをベースに風光明媚な瀬戸内海の波をイ
メージした「脈々
と受け継がれた
歴史」と「未来志
向で更なる発展
を目指す」ことを
表現しています。

　機能性の向上や企業イ
メージの向上を目指し、ユ
ニフォームのリニューアル 
を実施しました。従来は夏 
服と冬服でデザインは同 
じでしたが、リニューアル 
後は夏服（右）と冬服（左）
それぞれで別のデザイン
を用意しました。ジェン
ダーレスなデザインを念頭
に、当社グループのシンボ
ルカラーと馴染むデザイ
ンを採用しています。

　本社第一事務所１階にあるショールームをリニューアルしました。従来のショールームは、製品の展示と各事業の歴史や代表
的な製品をパネルで紹介するのみでしたが、リニューアル後は、製品展示用の棚と展示パネルを一新したことに加え、当社の
PR動画やサステナビリティに関する取組み動画を放映するデジタルサイネージを設置しました。
　また、元々の製品展示コーナーは光の入りにくいエリアにありましたが、新しい展示コーナーは南側に設置したため、自然光
に照らされた明るい空間になりました。それぞれの事業部の特色を活かした展示をしており、どのような分野の製品を扱ってい
るのか一目で分かるようになっています。

●社員証の作成 ●ユニフォームのリニューアル

●ショールームのリニューアル

　2023年3月23日、当社の中長期的な株主価値に対する当社グループ従業員のモチベーション向上を企図したインセンティブ・プランの
導入を行いました。本スキームは「大倉工業従業員持株会」を通じて当社の発行する普通株式を付与対象となる持株会の会員に対し、特別
奨励金として付与するもので、持株会に対する第三者割当の方法によるものです。
　充分な入会プロモーション期間を設けて持株会への入会希望者を募ったことで、グループ全体の従業員持株会の加入率は約91%とな
り、本スキームによる自己株式の処分総額は、293,354,625円となりました。

特別奨励金スキーム（自己株式処分型）の導入

●丸亀お城ポストのお披露目式

●ワクワク体験キッズ王国in丸亀

●まるがめ地域活性化プランコンテスト

　9月23日には、2022年度計画の第一弾として、JR丸亀駅前に設置した、
お城をイメージしたオリジナルポスト「丸亀お城ポスト」のお披露目式が行わ
れました。このポストは、プロジェクトメンバーである四国化成工業株式会
社の塗り壁などの技術を用いて、お城の白壁、石垣を表現しています。
　キッチンカーや丸亀市内の中高生によるステージ発表も一緒に開催し、丸
亀駅付近を活性化させるイベントとなりました。

　10月15日に「ワクワク体験キッズ王国in丸亀」が丸亀市民ひろばにて開催
されました。このイベントは、子ども達が各企業のブースをまわり、その企業に
関するお仕事をして「まーる」と呼ばれる専用通貨をお給料としてもらったり、
そのまーるを払うことで工作等の体験を行ったりできるというものです。イベ
ントには当社やオークラホテル丸亀含め、四国家サポーターズクラブ会員を
中心とした18団体が参加しました。イベント内では、キッチンカーやクイズ大
会、ゆるキャラ登場などイベントを盛り上げる企画も行われました。当日はイ
ベント全体で約6,700人もの人が訪れ、ほとんどの来場者から「非常に満足」
や「また来たい」と楽しめた様子が窺える回答を得ることができました。
　当社は、新規材料事業部の偏光フィルムを使った万華鏡づくり体験を出店
し、一番楽しかったブースに当社の名前をあげていただけたり、親御さんや保
護者の方に当社製品を改めて知っていただけたりと、当社としても大変有意
義な結果を得られました。

　3月25日と26日に、丸亀市内の高校生を対象として、丸亀市街地を活性化
させるプランを考えてもらう「まるがめ地域活性化プランコンテスト」を開催し
ました。当コンテストによって、高校生が地元である丸亀市や地元企業に関心
や愛着を持つきっかけとなっただけでなく、地域のまちづくりや四国の活性
化に関わる大人達が高校生の「生の意見」に触れられる機会にもなりました。
　コンテスト期間中、当社を含むプロジェクトメンバーがメンターとして高校
生をサポートしたほか、オリエンテーションとして香川大学教授による講義
や審査員の方 と々の座談会を開催し、高校生に地元丸亀市の現状やまちづく
りについて学んでもらいました。

　人口減少や少子高齢化が進む四国では、地域経済の縮小や衰退という課
題に直面しています。そこで、四国の活性化に向けた取組みをより効果的な
ものとするために、自発的な有志の集まりとして、四国旅客鉄道株式会社、日
本郵便株式会社四国支社、四国電力株式会社が共同代表となって「四国家
サポーターズクラブ」が設立されました。2022年から当社も同クラブに賛
同し、地域活性に向けた取組みに励んでいます。
　また同クラブ内に、丸亀市に拠点を置く企業が多数集ったこともあり、企
業が市や大学と協力して丸亀市街地の活性化を目指す「丸亀にぎわいプロ
ジェクト」を市公認プロジェクトとして始動させました。このプロジェクトは
2022年より3年間続けられる予定で、当社も幹事会社として参加していま
す。今回は2022年度に行われた取組みをご紹介します。

丸亀にぎわいプロジェクト

To p i c s社 会 貢 献 ー
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コンプライアンス委員会

サステナビリティ委員会

代 表 取 締 役

取 締 役 会

株 主 総 会

内 部 統 制・監 査 室

経 営 会 議

指 名 報 酬
委 員 会

R

＆

D

セ

ン

タ

ー

合

成

樹

脂

事

業

部

新

規

材

料

事

業

部

建

材

事

業

部

関

係

会

社

監
査
等
委
員
会

会

計

監

査

人

監督

監査・監督

報告 指示
報告 指示

指示

報告

連携

監査

連携

提
案

選
任
・
解
任

監
督

報
告答

申
諮
問

指
示

報
告

指
示

報
告

報
告

選
任
・
解
任

報
告
・
意
見
陳
述

選
任
・
解
任

報告 指示

報告 指示

コーポレート・ガバナンス体制図

日々変化する社会からの要請に合わせて、当社は有効かつ当
社の実態に即したコーポレート・ガバナンスの姿を探求し、適
宜その形態をアップデートします。

コーポレート･ガバナンス

　大倉工業は社会から信頼される企業であり続けるために、社会との共生
を念頭に企業の成長を目指します。「人ひとりを大切に」、「地域社会への貢
献」、「お客様を第一に」という当社の経営理念のもと、変化する社会環境
の中でESGを重視した事業運営を行うことで、持続的な成長と中長期的な
企業価値の向上を実現します。この目的を達成するために、当社の全てのス
テークホルダーと対話を図りながら、健全な経営を遂行していきます。

人権等に配慮した原材料調達の仕組み構築と運用

環境に配慮した原材料調達（グリーン調達）の仕組み構築と運用

　大倉工業グループでは、サプライチェーン全体でサステナブルな社会を実現するための方針と
して「大倉工業グループ サステナブル調達方針」を定めています。その実現のために、「大倉工業
グループ サステナブル調達ガイドライン」を定め、サプライヤーの皆さまに人権への配慮、安全
衛生の確保、品質・安全性の確保、環境の保全などといった項目に関しての自己評価をお願いす
る形で確認を依頼させていただく運用を検討しています。評価結果が一定水準に達しない場合
は、改善に向けた計画を確認させていただくことなどで運用面の管理を行います。

　大倉工業グループは、2007年に化学物質の適正な管理のために「大倉工業化学物質管理
基準」（以下、当社基準）を定めました。現在、サプライチェーン間での製品含有化学物質の情報
伝達効率化のため、chemSHERPA※で定める、「chemSHERPA管理対象物質」を含めた法
規制を基に、当社基準を整備し直し、当社グループで使用される原材料などを対象に当社基
準の規制化学物質が含有されていないかを調査しています。また、環境管理部の中期経営計画

（2024）の施策でもある"化学物質管理できる人材の育成"の一環として、e-ラーニングシステム
を活用した教育環境を整え、化学物質管理責任者や実務者に対する力量向上に努めています。

※アーティクルマネジメント推進協議会（JAMP）が運営する製品含有化学物質の情報伝達スキーム

新規材料事業部
品質保証課
CP管理事務局
西谷 愛美

　新規材料事業部では、ディスプレイ用の光学フィルム、機能性材料のウレタンフィルムや接着剤を製造、販売し
ております。環境意識の高まりに伴い、顧客からの化学物質調査依頼は年々増加しており、2022年の依頼件数
は前年比約1.7倍の160件になりました。
　最近では特に、環境や生態系に悪影響を及ぼすとして国際的に有機フッ素化合物（PFAS）の規制強化が進ん
でおります。今後、EUでのREACH規則等で制限が決まれば、製造や使用、輸入に制限が課されることになりま
すが、国や地域でPFASの定義や範囲が異なっており、現時点では規制内容も流動的であるため、その把握には
困難が伴います。ＣＰ管理事務局では、今後より一層高まる環境規制や環境ニーズに対し、各国の規制を正しく
理解し、正確な化学物質管理を行うことで顧客の信頼を得ることに貢献したいと考えています。

私たちは、サプライヤーの皆さまと共にサステナブル調達に取
り組み、共に企業価値向上を目指したいと考えます。

　法令順守や人権、自然環境、労働環境、贈収賄などに配慮した調達を
行うことは、企業の社会的責任の一つです。サステナブル調達の取組み
が、当社からサプライヤーの皆さま、そしてその先へと広がれば、サプライ
チェーン全体の持続的発展に繋がります。そのためにまず、サプライチェー
ン（特に上流）において人権や環境などに関する不適切な行為が無いかを
監視し、対話する仕組みの構築と運用に取り組みます。

取 引 先との 約 束
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　大倉工業の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）の報酬は、基本報酬、業績連動報酬、株式報酬で構成され、その割合は概ね８：１：１
となっています。基本報酬は、役位に応じて設定する固定額を毎月支給する金銭報酬です。業績連動報酬は、対象取締役の報酬を会社業績と貢献度に連
動させることで、業績向上意欲を高める業績連動金銭報酬です。株式報酬は、対象取締役が株価変動による利益・リスクを株主の皆さまと共有することで、
中長期的な成長と企業価値の増大を目指すもので、役位別に選定した額に割当てられる譲渡制限付株式報酬となっています。
　監査等委員である取締役及び社外取締役は、固定報酬のみとし、株式報酬の割当対象外としています。それにより企業業績に左右されない報酬体系と
することで、経営に対する独立性を担保しています。また、報酬体系及び個別報酬額の妥当性等については、指名報酬委員会を設けて議論を行っています。

　大倉工業グループは、様々な製品やサービスを社会に提供しています。当社は品質・環境・安全等のリスクを負っています。それぞれのリスクに応じて、
本社各機能が分担して各リスクを分析し、予防・対応に努めています。また、当社の本社機能及び主力工場は香川県に存在していることから、近く発生が
予想される南海トラフ巨大地震への対応が重要であります。BCPの観点から、製造拠点の分散化や各種規程の整備、訓練等に努めています。
　情報セキュリティについても、継続的に改善・強化を図るとともに、全社員が情報セキュリティの重要性を十分理解し、事業活動で利用する情報資産
を適切に取り扱うことを徹底するため、定期的にe-ラーニングや、標的型メール訓練を実施し、セキュリティ意識の向上に努めています。

　大倉工業グループは、コンプライアンスを単なる法令順守のみならず、社会からの期待
や要請に応えることと認識しています。そのため、規程やルール、ケーススタディ集等を
網羅したテキストを作成し、全従業員がアクセスできる環境を整えています。また、コン
プライアンスに関する定期的な研修・教育を実施しています。なお、文書規程の核となる
倫理行動基準については、2023年大規模な改定を行いました。主要な変更点としては、
環境保全・人権保障等の近年SDGsの観点から社会的要請が高まってきた分野につい
て大幅に加筆修正を行いました。また、経営者によるコミットメントやマネジメントシステ
ムについても新たに明記しました。この倫理行動基準については、当社ホームページにて
公開しておりますので、是非ご覧ください。
　組織面では、社長を委員長とするコンプライアンス委員会と、その配下に実務責任者
によるコンプライアンス実行委員会を設置し、定期的に会議を開催するほか、必要に応
じて報告等を行っています。
　また、社内外に内部通報窓口を設置するとともに、定期的に周知や案内を行うことに
よって、内部通報を行いやすい環境の整備に努めています。通報内容の秘匿や通報者保
護等の近時の法令改正に対応しながら、より実効的な内部通報対応の体制構築を目指
していきます。

　当社グループは、違法・不正行為の防止及び
自浄能力の向上を目的として内部通報制度を
導入しています。通報内容の秘密と通報者の利
益は、コンプライアンス・プログラム規程に基づ
き保護されます。通報者は名前を伏せたまま、
通報事実に対する調査結果や措置内容につ
いて会社からフィードバックを受けられます。

内部通報制度

取締役会

　取締役会は、持続的な成長と中長期的な価値の向上に資するために、
重要な企業戦略を策定しその執行を監督するとともに、内部統制システ
ムとリスク管理体制を構築します。また人員構成は、全体の多様性を保
ちつつ、経験や識見、能力を備える者をバランスよく配置するという観点
のもとに社内取締役７名、社外取締役５名で構成しています。なお社外
取締役については、取締役会の透明性と実効性を担保するために、全構
成員数の3分の1以上とすることを定めています。

監査等委員会

　監査等委員会は、取締役の業務執行の監査・監督を行うことにより、
会社の健全で持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現しま
す。人員構成は、社外取締役５名を含む６名で構成されています。なお、
社外取締役には、株式会社東京証券取引所が定める独立性基準を満た
した４名を選任しています。

指名報酬委員会

　指名報酬委員会は、代表取締役の選解任と取締役候補者の指名、な
らびに代表取締役・取締役の報酬等に係る取締役会機能の独立性、客
観性及び説明責任を許可することを目的として、取締役会の諮問及び決
定機関として設置する委員会です。人員構成は独立社外取締役から選
任された議長１名とその他の独立社外取締役及び取締役社長執行役員
により構成されます。

経営会議

　経営会議は、取締役会の決定に基づく経営執行の基本方針や基本計
画を企画立案するとともに、取締役会に上程すべき業務に関する重要事
項を協議検討します。また、当該水準に満たないものの重要な事項を決
議します。人員構成は、執行役員（兼務する取締役を含む）にて構成され
ます。

各会議体・委員会の説明

役員報酬

知的財産に関する活動

リスクマネジメント

コンプライアンス

　大倉工業グループは、知的財産に関する法令も順守し、お客様に安心して製品をご使用いただけるよう、製品の開発、製造、販売活動を行っております。
そのための一つの取組みとして、製品開発や設計変更時のデザインレビューにおいて、他社知的財産権のクリアランス調査を実施しております。
　また、当社の製品開発で生まれた発明等については、開発部門と知的財産部門が連携して、知的財産権の出願、権利化を積極的に取り組んでおります。
　そして、従業員に対しては、知的財産に関する理解と権利の活用を目的とし、業務内容や段階に応じた社内教育を毎年実施しております。開発業務に携
わる従業員には発明提案書の作成についての教育を実習形式で行っており、また他者の著作物を利用する可能性のある業務やネーミングに携わる業務を
行う従業員には著作権や商標権の教育をｅ-ラーニング形式で実施しております。

Governance
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独立社外取締役
（監査等委員）

独立社外取締役
（監査等委員）

社外取締役
（監査等委員）

選任理由

選任理由選任理由

社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企業法
務やコンプライアンスに精通しており、また弁護士活動を通じて企業経営に関する十分な見識を有し
ているため、社外取締役として職務を適切に遂行できるものと判断し、今年度も引き続き選任いたしま
した。同氏が社外取締役として期待される役割は、主に弁護士としての専門的見地に基づく豊かな知
識と経験を活かし、経営や企業統治に関する有益な発言、助言及び業務執行の監督を行うことです。
なお、同氏の監査等委員である社外取締役としての在任期間は1年であり、指名報酬委員会の委員を
務めております。

長年他の企業に勤務されており、豊富な業務経験と知識を有しているため、社外取締役として職務を
適切に遂行できるものと判断し、今年度も引き続き選任いたしました。同氏が社外取締役として期待さ
れる役割は、主に大手化学メーカーにおける豊かな知識と経験を活かし、経営や企業統治に関する有
益な発言、助言及び業務執行の監督を行うことです。なお、同氏の監査等委員である社外取締役として
の在任期間は1年です。

税理士として監査、会計等企業実務に精通しており、幅広い経験と見識を有しているため、社外取締役
として職務を適切に遂行できるものと判断し、今年度も引き続き選任いたしました。同氏が社外取締役
として期待される役割は、税理士としての専門的見地に基づく豊かな知識と経験を活かし、経営や企
業統治に関する有益な発言、助言及び業務執行の監督を行うことです。なお、同氏の監査等委員であ
る社外取締役としての在任期間は1年であり、指名報酬委員会の委員を務めております。

略歴

略歴

略歴

渡邉 洋一

飯島 奈絵

吉野 泰雄

1996年4月 高橋税務会計事務所入所
1999年12月 税理士登録
2003年4月 渡邉洋一税理士事務所

（現 税理士法人ビズブレイン）開設
2020年7月 TKC全国会副会長（現在）
2020年9月 TKC四国会会長（現在）
2022年3月 当社取締役（監査等委員）（現在）
2022年11月 税理士法人ビズブレイン代表社員（現在）

1993年4月 住友化学工業株式会社（現 住友化学株式会社）入社
2020年4月 住友化学株式会社経営企画室担当部長
2022年3月 当社取締役（監査等委員）（現在）
2022年4月 住友化学株式会社経営企画室部長（現在）
2022年6月 神東塗料株式会社社外監査役（現在）

1994年4月 弁護士登録、堂島法律事務所入所
2001年10月 米国ワシントンD.C.カークランド＆エリス法律事務所入所
2002年1月 米国ニューヨーク州弁護士登録
2002年9月 堂島法律事務所（現 弁護士法人堂島法律事務所）復帰（現在）
2003年6月 ナビタス株式会社（現 シリウスビジョン株式会社）

社外監査役
2013年4月 京都大学法科大学院客員教授
2015年6月 株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ社外取締役（現在）
2016年6月 ナビタス株式会社（現 シリウスビジョン株式会社）

社外取締役（監査等委員）
2019年4月 大阪弁護士会副会長
2022年3月 当社取締役（監査等委員）（現在）

取締役常勤監査等委員

選任理由
経理部門の責任者を歴任した後、2021年から内部監査部門の責任者を務めています。また、2021年
から執行役員を務めています。経理部門及び内部監査部門における豊富な経験と見識が、当社のコー
ポレート・ガバナンスの一層の強化に貢献するとともに、業務執行を適切に監督ができるものと判断
し、今年度も引き続き選任いたしました。

略歴

長尾 誠司

1991年4月 当社入社
2017年3月 当社コーポレートセンター経理部長
2021年3月 当社執行役員内部監査室長
2021年4月 当社執行役員内部統制・監査室長
2022年3月 当社取締役（常勤監査等委員）（現在）

代表取締役会長 代表取締役
社長執行役員

選任理由選任理由

取締役会 出席回数（2022）　　  　14回/14回（100％） 取締役会 出席回数（2022）　　  　14回/14回（100％）
指名報酬委員会 出席回数（2022）　3回/3回（100％）

2018年より代表取締役社長、2020年より代表取締役社長執行役員を務めています。その豊富な経
験と見識から、今後も取締役としての職責を担えると判断し、今年度も引き続き選任いたしました。

2010年より代表取締役社長、2018年より代表取締役会長を務めています。その豊富な経験と見識か
ら、今後も取締役としての職責を担えると判断し、今年度も引き続き選任いたしました。

略歴 略歴

髙濵 和則
神田　進

1975年4月 当社入社
2003年3月 当社取締役
2006年1月 当社常務取締役
2009年3月 当社代表取締役専務取締役
2010年1月 当社代表取締役社長
2018年3月 当社代表取締役会長(現在)

1977年4月 当社入社
2009年4月 当社執行役員
2010年3月 当社取締役合成樹脂事業部製品グループ統括

兼子会社担当兼コーポレートセンター経営計画部部長
2013年1月 当社取締役合成樹脂事業部長
2016年3月 当社常務取締役合成樹脂事業部長
2017年3月 当社代表取締役常務取締役合成樹脂事業部長
2018年3月 当社代表取締役社長
2020年3月 当社代表取締役社長執行役員(現在)

独立社外取締役
（監査等委員）

選任理由
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、弁護士として企業法務やコ
ンプライアンスに精通しており、また弁護士活動を通じて企業経営に関する十分な見識を有しているため、社
外取締役として職務を適切に遂行できるものと判断し、引き続き選任いたしました。同氏が社外取締役として
期待される役割は、主に弁護士としての専門的見地に基づく豊かな知識と経験を活かし、経営や企業統治に
関する有益な発言、助言及び業務執行の監督を行うことです。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、
8年となるとともに、監査等委員である社外取締役としての在任期間は7年であり、指名報酬委員会の委員を
務めております。また、同氏は過去に当社の業務執行者ではない役員（監査役）であったことがあります。

略歴

馬場 俊夫

1983年4月 弁護士登録
1983年4月 馬場法律事務所開設(現在)
2004年3月 当社監査役
2015年3月 当社取締役
2016年7月 当社取締役(監査等委員)(現在)

独立社外取締役
（監査等委員）

選任理由
社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、公認会計士として監
査、会計等企業実務に精通しており、幅広い経験と見識を有しているため、社外取締役として職務を適切
に遂行できるものと判断し、今年度も引き続き選任いたしました。同氏が社外取締役として期待される役
割は、主に公認会計士としての専門的見地に基づく豊かな知識と経験を活かし、経営や企業統治に関す
る有益な発言、助言及び業務執行の監督を行うことです。なお、同氏の監査等委員である社外取締役と
しての在任期間は、7年であり、指名報酬委員会の委員長を務めております。

略歴

北田 隆

1985年4月 公認会計士登録
1998年4月 監査法人トーマツ(現 有限責任監査法人トーマツ)入所
1999年7月 監査法人トーマツ(現 有限責任監査法人トーマツ)社員 

(パートナー) 
2014年10月 公認会計士北田 隆事務所開設(現在)
2016年3月 当社取締役(監査等委員)(現在)

株式会社ファインデックス社外取締役
(監査等委員)(現在)

取締役執行役員
R&Dセンター担当

選任理由
合成樹脂事業部門の製造部門及び開発部門の責任者を歴任した後、2013年より取締役を務めてい
ます。開発部門における豊富な経験と見識から、今後も取締役としての職責を担えると判断し、今年度
も引き続き選任いたしました。

略歴

上原 英幹

1980年4月 当社入社
2006年4月 当社丸亀第四工場長
2009年4月 当社執行役員合成樹脂事業部シュリンクグループ長

兼丸亀第四工場長
2013年1月 当社執行役員合成樹脂事業部事業支援部長

兼商品化グループ長兼産業資材グループ長
2013年3月 当社取締役合成樹脂事業部事業支援部長

兼商品化グループ長兼産業資材グループ長
2015年11月 当社取締役R&Dセンター担当

兼合成樹脂事業部事業支援部長
兼商品化グループ長兼産業資材グループ長

2016年1月 当社取締役R&Dセンター担当
兼合成樹脂事業部商品化グループ長
兼生産管理グループ長

2017年3月 当社取締役R&Dセンター担当
兼合成樹脂事業部商品化グループ長

2018年3月 当社取締役合成樹脂事業部長兼R&Dセンター担当
2020年3月 当社取締役執行役員合成樹脂事業部長

兼R&Dセンター担当
2023年1月 当社取締役執行役員R&Dセンター担当(現在)

取締役会 出席回数（2022）　　  　14回/14回（100％）

取締役執行役員
新規材料事業部長

略歴

植田 智生

1985年4月 当社入社
2007年4月 当社新規材料事業部第2BU長
2009年3月 当社新規材料事業部長
2010年3月 当社執行役員新規材料事業部長
2017年3月 当社取締役新規材料事業部長
2020年3月 当社取締役執行役員新規材料事業部長（現在）

選任理由
新規材料事業部門の製造部門において長年の経験を有しており、2009年より事業部長、2017年より
取締役を務めています。新規材料事業部門における豊富な経験と見識から、今後も取締役としての職
責を担えると判断し、今年度も引き続き選任いたしました。

取締役会 出席回数（2022）　　  　14回/14回（100％）

取締役常務執行役員
コーポレートセンター担当
兼財務・経営管理部長
兼サステナビリティ委員長

選任理由
子会社の代表取締役社長を務めた後、2010年より取締役を務めています。管理部門の責任者として
の豊富な経験と見識から、今後も取締役としての職責を担えると判断し、今年度も引き続き選任いたし
ました。

略歴

田中 祥友

1977年4月 当社入社
2009年4月 当社執行役員株式会社関西オークラ代表取締役社長
2010年3月 当社取締役コーポレートセンター総務部長
2011年3月 当社取締役コーポレートセンター総務部長

兼環境安全・品質保証担当
兼コーポレートセンター管轄子会社担当

2017年3月 当社取締役コーポレートセンター担当兼総務部長
2018年3月 当社常務取締役コーポレートセンター担当兼総務部長
2019年1月 当社常務取締役コーポレートセンター担当兼CSR・ESG担当
2020年3月 当社取締役常務執行役員コーポレートセンター担当

兼CSR・ESG担当
2021年4月 当社取締役常務執行役員コーポレートセンター

総務広報、人事、サステナビリティ推進、DX推進担当
兼サステナビリティ委員⾧

2023年1月 当社取締役常務執行役員コーポレートセンター担当
兼財務・経営管理部長兼サステナビリティ委員長(現在)

取締役会 出席回数（2022）　　  　14回/14回（100％）

取締役常務執行役員
合成樹脂事業部⾧

略歴

福田 英司

1993年4月 当社入社
2007年1月 株式会社九州オークラ代表取締役社長
2009年4月 当社執行役員株式会社九州オークラ代表取締役社長
2010年2月 当社執行役員株式会社関西オークラ代表取締役社長
2015年7月 当社執行役員合成樹脂事業部事業支援部

企画管理グループ長
2017年3月 当社執行役員合成樹脂事業部企画管理グループ長

兼生産管理グループ長
2021年3月 当社取締役執行役員コーポレートセンター経理部⾧
2021年4月 当社取締役執行役員コーポレートセンター財務・経営

管理部⾧
2023年1月 当社取締役執行役員合成樹脂事業部長
2023年3月 当社取締役常務執行役員合成樹脂事業部長(現在)

選任理由
合成樹脂事業部門の管理部門の責任者を歴任した後、2021年から取締役を務めています。合成樹脂
事業部門における豊富な経験と見識から、今後も取締役としての職責を担えると判断し、今年度も引き
続き選任いたしました。

取締役会 出席回数（2022）　　  　14回/14回（100％）

取締役会 出席回数（2022）　　  　14回/14回（100％）　
監査等委員会 出席回数（2022）　　13回/13回（100%）
指名報酬委員会 出席回数（2022）　3回/3回（100%）

取締役会 出席回数（2022）　　  　14回/14回（100％）　
監査等委員会 出席回数（2022）　　13回/13回（100%）
指名報酬委員会 出席回数（2022）　3回/3回（100%）

取締役会 出席回数（2022）　　  　10回/10回（100％）　
監査等委員会 出席回数（2022）　　10回/10回（100%）
指名報酬委員会 出席回数（2022）　3回/3回（100%）

取締役会 出席回数（2022）　　  　10回/10回（100％）　
監査等委員会 出席回数（2022）　　10回/10回（100%）

取締役会 出席回数（2022）　　  　10回/10回（100％）　
監査等委員会 出席回数（2022）　　10回/10回（100%）
指名報酬委員会 出席回数（2022）　3回/3回（100%）

取締役会 出席回数（2022）　　  　10回/10回（100％）　
監査等委員会 出席回数（2022）　　　10回/10回（100%）

役員紹介

※�取締役（監査等委員）長尾誠司氏、飯島奈絵氏、渡邉洋一氏及び吉野泰雄氏は、2022年3月24日開催の第102期定時株主総会において
選任され就任いたしましたので、2022年3月24日以降に開催された取締役会及び監査等委員会への出席状況を記載しています。
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　取締役会はその実効性について、毎年第三者機関による取締役のアンケートを実施し、その結果を分析し、抽出された課題について取締役会にて議
論することで機能維持を図っております。
　自己評価・分析につきましては、外部機関の助言を得ながら以下の方法で行いました。2022年９月に取締役会の構成員である全ての取締役を対象に
アンケートを実施しました。回答方法は外部機関に直接回答することで匿名性を確保いたしました。外部機関からの集計結果の報告を踏まえたうえで、
2022年12月の定時取締役会において、分析・議論・評価を行いました。
　アンケートの結果からは、当社取締役会の構成・役割・運営において適切で、サステナビリティ等のモニタリング機能、社外取締役のパフォーマンス
等、おおむね肯定的な評価が得られており、取締役会全体の実効性については確保されていると認識いたしております。
　一方で役員トレーニング、株主（投資家）との対話状況についての取締役会へのフィードバック等の充実を求める意見が出され、取締役会の機能の更
なる向上、議論の活性化に向けた課題についても共有いたしました。
　今後、当社の取締役会では本実効性評価を踏まえ、課題について十分な検討を行ったうえで迅速に対応し、取締役会の機能を高める取組みを継続的
に進めていきます。

　当社は、「大倉工業グループコーポレート・ガバナンス基本方針」を策定し、取締役会の役割・構成、取締役候補者の指名方針等について規定しています。 
　取締役会は、重要な経営の意思決定を行うとともに、適切に経営を監督するため「企業経営」「事業戦略・マーケティング」「技術・生産・開発」「財務会計」
「人事労務・法務・コンプライアンス」「サステナビリティ・総務広報」の各項目について、豊富な経験と高度な専門的知識を有する取締役を選任しています。
監査等委員である取締役及び社外取締役は、固定報酬のみとし、株式報酬の割当対象外としています。それにより企業業績に左右されない報酬体系とする
ことで、経営に対する独立性を担保しています。

※代表取締役は企業経営全般について、また各取締役は特に期待する分野2つまで記載しています。

区分 氏名 ジェンダー
当社における役職・担当、資格等 取締役に期待する分野

役職 担当、資格等 企業経営 事業戦略・
マーケティング 技術・生産・開発 財務会計 人事労務・法務・

コンプライアンス
サステナビリティ・

総務広報

社
内
取
締
役

髙濵 和則 男性 代表取締役会長 ◎

神田 進 男性 代表取締役社長執行役員・
指名報酬委員 ◎

田中 祥友 男性 取締役常務執行役員
コーポレートセンター担当
兼財務・経営管理部長
兼サステナビリティ委員長

○ ○

福田 英司 男性 取締役常務執行役員 合成樹脂事業部長 ○ ○

上原 英幹 男性 取締役執行役員 Ｒ＆Ｄセンター担当 ○ ○

植田 智生 男性 取締役執行役員 新規材料事業部長 ○ ○

長尾 誠司 男性 取締役常勤監査等委員 ○ ○

社
外
取
締
役

北田 隆 男性 独立社外取締役監査等委員・
指名報酬委員 公認会計士 ○ ○

馬場 俊夫 男性 独立社外取締役監査等委員・
指名報酬委員 弁護士 ○ ○

飯島 奈絵 女性 独立社外取締役監査等委員・
指名報酬委員 弁護士 ○ ○

渡邉 洋一 男性 独立社外取締役監査等委員・
指名報酬委員 税理士 ○ ○

吉野 泰雄 男性 社外取締役監査等委員 住友化学株式会社経営企
画室部長 ○ ○

年月 施策内容
2004年 2月 「大倉工業の経営基本構想２００４」を策定

2006年 4月 内部監査室を設置

2008年 4月 コンプライアンス委員会を設置
内部通報制度を導入

2009年 4月 執行役員制度を導入

2015年 3月 社外取締役を選任（１名）

2016年 3月 監査等委員会設置会社に移行

2016年 8月 「大倉工業グループ コーポレート・ガバナンス基本方針」を策定

2016年 12月 大倉工業グループ企業倫理ホットラインを開設

年月 施策内容
2019年 1月 ESG推進本部を設置

CSR委員会を設置

2020年 3月 譲渡制限付株式報酬制度を導入

2021年 4月 サステナビリティ推進部を設置（「ESG推進本部」を「サステナビリティ推進部」に改称し、推進体制強化）
CSR委員会をサステナビリティ委員会に改称し、推進体制強化
内部統制・監査室を設置（「内部監査室」を「内部統制・監査室」に改称し、監督機能強化）

2022年 3月 社外取締役を増員（4名→5名）

2022年 4月 任意の指名報酬委員会を設置

スキル・マトリクス

取締役の実効性評価

ガバナンス体制の変遷

社 外 取 締 役メッセージ
message

　サステナブル（持続可能）な会社とはどのような会社でしょうか？

　私が会計の世界に入って既に40年以上が経過し、当社をはじめとする上場会社から中小企業・ベンチャー企業に至るまで
数多くの会社に関与してきました。
　その中で公認会計士という職業上の観点で、私が出したサステナブルな会社の結論はただ一つです。
　それは「利益を出し続ける会社」の一言に尽きます。
　「サステナブルな会社とは？」を従業員の皆さんの立場に置き換えて「良い会社とはどんな会社ですか？」と聞いた時に、

等々、いろんな回答が返ってくるでしょう。
　これらは全て会社が適正な利益を計上して、十分な給料賞与の支払い、絶え間ない新規設備投資等をしているからこそなせ
ることなのです。
　ある成長企業での私の経験談ですが、立派な人格の社長、会社として正しい経営理念、継続的な充実した社員教育を行って
いましたが、会社が赤字体質に転落してからはあっという間に倒産してしまいました。どんなに立派な経営をしていても、利益が
出なければ全ては水の泡なのです。
　極論すれば「会社は利益を出し続けることが唯一の正義」だと私は考えるようになりました。また、それに加えて最近の会社は

「コンプライアンス」「各種ハラスメントの撲滅」「社会貢献」「環境保護」といった様々な要素も求められる時代になり、会社の
舵取りはより複雑化しています。
　役員をはじめとした従業員の皆さんにお願いしたいのは、それぞれの皆さんの立場で「どうしたら会社に利益を生み出せるよ
うにできるか」を常に考え、日々仕事の中でそれを実行していただくことが「サステナブルな会社」であると私は確信しています。
　今後とも会社の一助になるべく、私も会社に貢献したいと考えていますので、何卒よろしくお願いいたします。

監査法人出身の公認会計士として2016年から就任し
ています。
会計基準や非財務情報の制度変更が著しい昨今です
が、私の経験値が会社のタイムリーディスクロージャー
のお役に立てればと存じます。
今後ともよろしくお願いいたします。

・給料が高い会社
・仕事にやりがいを持てる会社
・福利厚生が充実している会社
・サービス残業といったブラックな面がない会社

北田 隆 独立社外取締役（監査等委員長・指名報酬委員長）

サステナブルな会社とは？
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財 務 ／ 非 財 務 サマリー

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

財務データ 単位

売上高※1 （百万円） 90,652 87,539 85,996 86,079 90,812 86,260 85,364 80,958 88,420 77,260

営業利益 （百万円） 2,010 2,100 2,354 4,710 5,789 4,254 3,719 4,286 5,123 3,771

売上高営業利益率 （％） 2.2 2.3 2.7 5.4 6.3 4.9 4.3 5.2 5.8 4.9

経常利益 （百万円） 2,010 1,963 2,326 4,655 5,891 4,366 3,894 4,509 5,531 4,275

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 1,605 1,759 1,191 2,507 2,720 2,442 2,899 2,865 3,417 3,788

純資産額 （百万円） 36,459 37,957 38,739 40,414 44,039 43,834 46,441 49,094 52,524 55,591

設備投資額 （百万円） 5,528 4,560 2,447 3,066 5,561 5,846 5,051 3,698 4,673 5,524

研究開発費 （百万円） 1,149 1,126 1,050 948 944 1,029 1,060 949 1,047 1,179

自己資本比率 （％） 40.2 42.7 44.1 49.0 50.3 51.8 55.6 59.4 61.1 61.6

自己資本利益率（ROE） （％） 4.6 4.7 3.1 6.3 6.4 5.6 6.4 6.0 6.7 7.0

実質借入金 （百万円） 22,427 22,211 19,707 13,458 10,157 9,043 8,321 5,631 3,312 2,376

非財務データ 単位

CO2排出量（Scope1,2 国内）※2､5､6､7､15 （t-CO2） 154,207 146,734 158,593 156,246 132,409 126,750 118,340 94,814 122,258 121,718

CO2排出量（Scope1,2 国外）※4､7､16､17 （t-CO2） - - - - - - - - 2,970 2,849

CO2排出量（物流）※3､8 （t-CO2） 5,831 6,295 6,090 5,798 5,634 5,369 5,049 5,033 5,392 5,590

エネルギー使用量（原油換算値）※9､10､15 （kL） - - 61,714 63,081 62,997 62,537 61,836 57,993 59,318 60,509

廃棄物排出量 ※6､11､12 （t） 5,407 5,387 7,475 7,249 7,749 7,220 8,245 6,667 7,262 6,653

水使用量（上水）※7､13､14 （㎥） - - - - - - 445,336 347,442 353,972 341,868

従業員数 （人） 1,993 1,931 1,930 1,980 2,027 2,053 2,025 2,005 1,966 1,935

女性従業員比率（単体） （％） 12.5 12.8 13.2 13.4 13.8 13.9 14.8 15.3 16.0 16.2

独立社外役員数 （人） 2 2 2 2 2 2 2 3 3 4

平均勤続年数（単体） （年） 15.7 16.2 16.5 16.7 16.5 16.4 15.7 16.1 16.2 16.5

休業労働災害件数 （件） 4 5 11 5 7 6 4 1 5 1

1株当たり（2018.7～株式併合）

　　純資産額 （円） 610.92 636.25 649.46 677.75 738.79 3,677.39 3,896.47 4,115.91 4,401.20 4,655.71

　　当期純利益 （円） 26.80 29.48 19.98 42.05 45.64 204.92 243.35 240.41 286.49 317.45

　　配当額 （円） 7.50 7.50 7.50 10.00 13.00 55.00 55.00 60.00 70.00 85.00

※ 1   2022年は「収益認識に関する会計基準」を適用した数値
※2   �Scope2の値は、2013年～2020年は基礎排出係数を用い、
　　 2021年、2022年は、調整後排出係数を用いて算出
※3   物流については省エネルギー法に基づく特定荷主の定期報告書より算定した数値
※4   対象：無錫大倉包装材料有限公司

※5   2013年～2020年の数値は、各年4月～翌3月累計データ
※6   2021年の数値は、1月～12月累計データ（第三者検証受審済）
※7   2022年の数値は、1月～12月累計データ（第三者検証受審予定）
※8   各年4月～翌3月累計データ
※9   2015年～2020年の数値は、各年4月～翌3月累計データ

※10 2021年、2022年の数値は、各年1月～12月累計データ
※1 1 2013年～2020年の数値は、各年1月～12月累計データ
※12 2022年の数値は、4月～翌3月累計データ
※13 2019年、2020年の数値は、各年4月～翌3月累計データ
※14 2021年の数値は、4月～翌3月累計データ（第三者検証受審済）

※15 2015年～2017年：オークラホテル高松は除く
※16 2021年の数値は、1月～12月累計データ（第三者検証受審予定）
※17 CO2排出係数は0.64（kg-CO2/kWh）を用いて算出
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会 社 概 要

グル ープ 会 社

事 業 所

社 名 大倉工業株式会社
Okura Industrial Co., Ltd.

本 社 〒763-8508　香川県丸亀市中津町1515番地　Tel: 0877- 56-1111(代表)
代 表 者 代表取締役会長　髙濵　和則

代表取締役社長執行役員　神田　進
設 立 1947年7月11日
資 本 金 8,619,616,071円 (2022年12月31日現在)
従 業 員 数 1,935人 (2022年12月31日現在 連結ベース）
業 務 内 容 各種ポリエチレン製品及びポリプロピレン製品の製造販売

光学機能性フィルム等の製造販売
パーティクルボード及び加工ボード等、加工合板の製造販売、木材加工事業と宅地造成及び建物建築の販売

コーポレートセンター 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1111 (代表)

R & D セ ン タ ー 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1120

合 成 樹 脂 事 業 部 合成樹脂事業部 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1150
商 品 開 発 部 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1124
東 京 支 店 〒 170- 0013 東京都豊島区東池袋3丁目13番2号 Tel: 03 - 6912 - 5041
名 古 屋 支 店 〒 462- 0041 愛知県名古屋市北区浪打町1丁目36番地 Tel: 052 - 913 - 5191
大 阪 支 店 〒 550-0005 大阪府大阪市西区西本町1丁目3番10号 Tel: 06 - 6532 - 3571
広 島 営 業 所 〒 733-0833 広島県広島市西区商工センター6丁目8番45号 Tel: 082 - 277 - 7611
四 国 営 業 所 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1155
丸 亀 第 四 工 場 〒 763-0062 香川県丸亀市蓬莱町52番地 Tel: 0877 - 24 - 1717
丸 亀 第 五 工 場 〒 763-0062 香川県丸亀市蓬莱町23番地 Tel: 0877 - 25 -5800
仲 南 工 場 〒 769- 0301 香川県仲多度郡まんのう町佐文773番地6号 Tel: 0877 - 75 -6350

新 規 材 料 事 業 部 新規材料事業部 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1130
B 棟 〒 763-0062 香川県丸亀市蓬莱町52番地 Tel: 0877 - 24 - 2159
(丸亀第四工場内)

G 棟 、 北 棟 〒 769- 0301 香川県仲多度郡まんのう町佐文773番地6号 Tel: 0877 - 58 -8670
( 仲 南 工 場 内 )

建 材 事 業 部 建 材 事 業 部 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1258
営 業 部 〒 763-8508 香川県丸亀市中津町1515番地 Tel: 0877 - 56 - 1255
詫 間 工 場 〒 769- 1101 香川県三豊市詫間町詫間2102番地4 Tel: 0875 - 83 - 2511

株式会社KSオークラ　株式会社九州オークラ　株式会社埼玉オークラ　株式会社オークラプロダクツ　オークラホテル株式会社　
株式会社オークラプレカットシステム　オークラ情報システム株式会社　株式会社オークラハウス　株式会社ユニオン・グラビア　
株式会社オークラパック香川　株式会社カントウ　無錫大倉包装材料有限公司　尤妮佳包装材料（天津）有限公司　OKURA VIETNAM CO., LTD.　
大倉産業株式会社　オー・エル・エス有限会社　大友化成株式会社　大宝株式会社　中讃ケーブルビジョン株式会社

企 業 情 報

株 主 メモ

株 式 情 報

発行可能株式総数 28,021,600 株
発行済株式の総数 12,414,870 株
株主数 15,554 名

決算期 毎年12月31日

定時株主総会 毎年3月

株主確定基準日 定時株主総会 12月31日(その他必要があるときは、あらかじめ公告いたします。) 
剰余金の配当 期末配当 12月31日 中間配当を行う場合 6月30日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号 三井住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目5番33号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

郵便物送付先 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電話照会先） 電話 0120-782-031(フリーダイヤル)　受付時間：9：00～17：00（土日休日を除く）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店及び全国各支店で行っております。

公告の方法 電子公告とし、当社ホームページ(https://www.okr-ind.co.jp)に掲載いたします。
ただし電子公告によることができない事故やその他のやむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場

株主名 持株数 持株比率

住友化学株式会社 963 千株 8.07％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 799 千株 6.70％
オークラ共栄会 589 千株 4.94％
株式会社中国銀行 582 千株 4.88％
株式会社百十四銀行 384 千株 3.22％
日本生命保険相互会社 375 千株 3.14％
住友林業株式会社 315 千株 2.65％
三井住友海上火災保険株式会社 271 千株 2.28％
大倉工業従業員持株会 255 千株 2.14％
株式会社ヤクルト本社 251 千株 2.11％

株 式 の 状 況

役 　 員

大 株 主（ 上 位 1 0 名 ）

地 域 別 株 式 分 布 状 況所 有 者 別 株 式 分 布 状 況

(注)当社は自己株式478,949株を所有しておりますが、上記大株主から除いております。
　  また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

代表取締役会長 髙　濵　　和　則
代表取締役社長執行役員 神　田　　進
取締役常務執行役員 田　中　　祥　友
取締役常務執行役員 福　田　　英　司
取締役執行役員 上　原　　英　幹
取締役執行役員 植　田　　智　生

※ 取締役(監査等委員) 北　田　　隆
取締役(常勤監査等委員) 長　尾　　誠　司

※ 取締役(監査等委員) 馬　場　　俊　夫
※ 取締役(監査等委員) 飯　島　　奈　絵
※ 取締役(監査等委員) 渡　邉　　洋　一
※ 取締役(監査等委員) 吉　野　　泰　雄

※社外取締役

（2022年12月31日現在）

（2023年3月24日現在）

（2022年12月31日現在） （2022年12月31日現在）

（2022年12月31日現在）

金融機関など

北海道地方

東北地方
中部地方

中国地方

九州・沖縄地方
近畿地方

四国地方

関東地方

自己株式

外国人

その他
国内法人

合計
12,414

千株

個人・その他

30.7％
3,812千株

0.3％
37千株

0.4％
54千株

3.9％
485千株

6.3％
776千株

1.3％
164千株 5.8％

716千株

31.2％
3,872千株

44.1％
5,480千株

3.9％
478千株

6.7％
831千株

20.8％
2,585千株

37.9％
4,705千株

国外
6.7％

827千株

（自己株式478千株を含む）
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